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1. 序章

1.1 調査目的 

配電設備は，送電系統から送られてくる電力を需要家へ

送り届ける最終部分の電力系統であり，膨大かつ面的に施

設されている。高度経済成長期においては旺盛な電力需要 

を支えるために設備の積極的な建設・更新がなされ，設備

の経年劣化による故障や不具合は抑制されてきた。また、

配電設備の不具合対策については，設備故障や不具合事象

を起点とした同型設備の改良や更新が行われてきた。一方

で，経済成長の停滞や，昨今の省エネ機器の普及・省エネ

意識の高まりで電力需要の増加は鈍化し，設備投資は減少

しており，電力需要を支えてきた大量の配電設備の高経年

化が進み，設備の不具合による停電事故の発生が危惧され

ている。また，少子高齢化による将来的な労働力不足，工

事力の低下が懸念されており，現在の方法を今後も継続で

きるか懸念されている。 

以上のように，高経年化を迎える大量の配電設備を経済

的且つ効率的に維持更新していくためには，メンテナンス

の合理化や設備開発等，多様な視点からの検討が必要であ

る。これまで，配電設備のマネジメントについては「配電

用品のライフサイクルマネジメントの動向と課題(電気学

会技術報告第 1164 号)」で体系的に取りまとめられている

が，高経年化を迎える設備の更新に関する考え方や方法に

ついては，更なる検討が必要となっている。 

現在，電力会社は，主に定期点検等の判定結果に基づく

設備更新を行っているが，設備更新時期を見極める標準的

手法が確立されておらず，電力会社は独自に検討を行って

いる実情にある。電力設備の多くは長期間使用され，経年

に関する故障データが少ない。また，設備の不具合事象や

その原因については，学術刊行物等においても示されるこ

ともあるが，設備更新に関する議論は，既存設備の導入時

の長期使用・改修期間を前提とした事業計画及び更新に関

しては，投資経済性と密接に絡むため各電力会社によって

異なり，公的な場での議論が難しいと考えられる。しかし，

大量の配電設備の高経年化の進展による設備不具合の増大

が懸念されている中，更新時期の見極めが急務となってい

る。 

そこで，配電設備の高経年化対策に絞り込んだ技術動向

と課題を調査するために 2016 年に本調査専門委員会が設置

され，高経年化設備量の推定，高経年化設備の不具合事象

を調査しまとめた。さらに，配電設備の点検及び電力会社

が主体的に実施している経年劣化に対する研究成果等から

大量の高経年配電設備に対する設備更新に関する考え方や

方法について取りまとめた。 

1.2 調査対象範囲 

今回，調査対象とした設備は，配電用変電所から需要家

までの 6kV 以下の架空・地中配電線路で使用されている幅

広い設備の中から，施設量の多いものや，不具合発生時に

影響の高いもの等から表 1.1 に示す主要配電設備を選択し

た。架空配電線路・地中配電線路の概略図を図 1.1 及び図

1.2 に記載する。 

表 1.1 主要配電設備一覧表 

Table.1.1 List of main power distribution facilities 

種別 設備名 用途 

支持物 
コンクリート柱 架空 

金属柱 架空 

電線 

ケーブル

高圧絶縁電線 架空 

引込用ビニル絶縁電線 架空 

高圧ＣＶケーブル 地中 

変圧器 
柱上変圧器 架空 

地上設置型変圧器 地中 

開閉器 柱上開閉器（閉鎖型） 架空 

図 1.1 架空配電線路イメージ 

Fig 1.1 Aerial distribution line image 

図 1.2 地中配電線路イメージ 

Fig 1.2 Underground distribution line image 

電気学会技術報告　第1469号　3

Sample : DO NOT PRINT


